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建設機械の安全補助装置に関する試験方法及び評価方法（案） 

 

 はじめに 

近年の建設業における労働災害件数は減少傾向が続いているが、全産業における建設業の死亡

者の割合は、高いままとなっている。 

特に、労働安全衛生法施行令の別表第七に記載されている建設機械のうち、死亡災害の多い機

種は、「ドラグ・ショベル」と「ローラ」であり、両機械とも機械と人で生じる「はさまれ・巻き

込まれ」および「激突され」の事故型が多くなっている。 

これまでにも、安全に対する多方面からの取り組みが行われてきたが、自動車のような視覚・

聴覚的な補助装置や、衝突・事故を軽減するための運転操作・動作補助装置を、建設機械にも一

般化させていくことで、前述のような「機械と人で生じる事故」の減少につなげていくことが期

待される。 

国土交通省では、このような背景をもとに NETIS テーマ設定型に「建設機械の安全装置に関

する技術」を設定し、「機械と人で生じる事故」を減少目的に開発されている装置について、更な

る開発と普及の推進を図っている。 

実際の施工現場において「機械と人で生じる事故」が生じる可能性がある作業は、機械起動時、

作業時、走行時が想定されるが、建設機械を使用している施工業者からは、機械起動時の接触が

多いという意見が挙げられた。 

そのため、本試験方法及び評価方法では、機械起動時における、「機械と人で生じる事故」を軽

減することが可能な装置に着目している。また、装置単体に対して行うものではなく、ISO や JIS

を参考にしつつ、実現場を想定し、装置を建設機械に装着した状態での試験及び評価としている。 
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 適用範囲 

本試験方法及び評価方法は、「土工機械起動時」に「搭乗式のドラグ・ショベル及びローラと、

人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合」において、静止している人／物（人形体

／非人形体）を検出し、警報または機械の起動・作動の停止に係る安全補助装置の以下の性能試

験及び評価を行うために適用する。 

 検出面積率 

 姿勢変化検出精度 

 人と物（人形体と非人形体）の識別率（識別する装置のみ） 

 安全補助装置の作動の確実性 

 過検出の抑制有無 

 

 対象となる装置 

以下のいずれかの機能を有していること。 

 運転動作支援機能 

機械と人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合において、静止している人／物

（人形体／非人形体）を検出し、視覚的または聴覚的な信号で運転員に警報を提供し、運転員

が接触を回避するための運転動作を促すことが可能な機能。 

 運転動作介入機能 

機械と人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合において、静止している人／物

（人形体／非人形体）を検出し、衝突の防止または回避作動を自動的に提供し、運転員が接触

を回避するための運転動作に介入することが可能な機能。 

ただし、運転動作介入機能を持つ安全補助装置に関しては、厚生労働省の【機能安全による

機械等に係る安全確保に関する技術上の指針 （平成 28 年厚生労働省告示第 353 号）】を満た

す装置であること。 

 

 安全補助装置の取付け対象機械 

搭乗式のドラグ・ショベルもしくはローラに取付け可能なものとし、施工パッケージ型積算基

準の代表機械規格を参考とし、以下の規格の機械を対象とする。 

 ドラグ・ショベル：バケット容量山積 0.8m3(平積 0.6m3)級 

 ローラ：タイヤローラ 運転質量 8～20t 級 

なお、上記の規格以外の搭乗式のドラグ・ショベルあるいはローラを対象としている安全補助

装置についても試験及び評価を適用することが可能であるが、その場合、使用した機械の規格を

試験結果報告書に記載する必要がある。  
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 安全補助装置の機能実行範囲 

図 1 に一般的な土工機械の作業フローを示す。 

本試験方法及び評価方法で対象とする安全装置機能の実行範囲は、図 1 の実線部分とし、機械

起動時（土工機械周辺の安全確認を行った運転員が、機械に搭乗した直後から、作業開始直前ま

での期間）に、２.１の機能を実行することとする。 

それ以外の作業においては、既に規定あるいは実施するべき安全対策を行うことを想定してい

る。 

 

 

図 1 一般的な土工機械の作業フロー 

 

  

機械周囲の安全確認

機械へ運転員が搭乗

エンジン始動

作業中
（掘削、積込み、走行、旋回、締固め等）

前後左右の安全確認

作業中断または作業終了

機械から運転員が降りる

安全ロックバーの解除

安全ロックバーの設定

機械停止
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 引用規格 

 JIS A 8311:2018 土工機械－運転員の視野―測定方法及び性能基準 

注記 対応国際規格：ISO 5006:2017  Earth-moving machinery－Operator's field of view

－Test method and performance criteria 

 ISO 16001:2017  Earth-moving machinery － Hazard detection and visual aids －

Performance requirements and tests 

 JIS A 8315：2010 土工機械－運転員の身体寸法及び運転員周囲の最小空間 

 JIS A 8345：2004 土工機械－キーロック始動装置 

 JIS B 9714：2006 機械類の安全性－予期しない起動の防止 

 JIS Z 8141：2001 生産管理用語 

 JIS A 8424：2003 土工機械－締固め機械－用語及び仕様項目 

 JIS A 8403-1：1996 土工機械－油圧ショベル－第 1 部：用語及び仕様項目 

 

 用語及び定義 

この試験方法及び評価方法で用いる主な用語及び定義は、以下の通りとする。なお、JIS A 

8311:2018、JIS B 9714：2006、JIS Z 8141：2001 の引用も含む。 

１） 起動、機械の起動 

機械又はその一部の、休止状態から動いている状態への変化。 

注記）この定義は、例えばレーザビームのスイッチオンのような“動き”以外の機能を含む 

２） 始動 

エンジン又は他の動力源の始動機器の起動 

３） 動作 

作業を行うときの人の手足又は胴体の動き。 

４） 土工機械起動時 

休止状態の土工機械において、機械周辺の安全確認を行った運転員が、機械に搭乗した直後

から、作業（走行、旋回、掘削等）開始直前までの状態変化の期間（図 1 参照）。 

５） 運転動作支援機能 

機械と人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合において、静止している人／物

（人形体／非人形体）を検出し、視覚的または聴覚的な信号で運転員に警報を提供し、運転員

が接触を回避するための運転動作を促すことが可能な機能。 

６） 運転動作介入機能 

機械と人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合において、静止している人／物

（人形体／非人形体）を検出し、衝突の防止または回避作動を自動的に提供し、運転員が接触

を回避するための運転動作に介入することが可能な機能。 

７） 安全補助装置 

土工機械起動時に、機械と人／物（人形体／非人形体）の接触危険性がある場合において、

運転員に対し、運転動作支援もしくは運転動作介入を行うことができる機能を持つ装置。 

８） Ｓ領域（危険視野領域） 

機械に運転員が搭乗した状態で、運転員から目視できない領域。 

JIS A 8311：2018 の視野測定方法を引用し、遮影を測定する。詳細は６.２を参照。 
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９） 測定地表面 

視界を測定するための基準地表面を構成する面。尚且つ、本試験及び評価で用いる試験面。 

１０） 光源中心点（FPCP） 

電球のフィラメント間を結ぶ線の中点で、（回転）中心とする点（JIS A 8311:2018 の図 1 参

照）。 

１１） 視界測定円（VTC） 

光源中心点（FPCP）の垂直投影を中心とする基準地表面上の半径 12 mの円（JIS A 8311:2018

の図 2 参照） 

１２） 機側長方形境界（RB） 

機械に外接する長方形から 1 m 外側の基準地表面上の（長方形を構成する）線。 

１３） 扇形視野Ａ部 

機械前方で，半径 12 m の視界測定円（VTC）上における、光源中心点（FPCP）を通る前後

方向垂直面（X 軸）で二分された長さ 9.5 m の弦の両端と光源中心点（FPCP）を通る二つの垂

直面とで区切られた視界測定場表面の一区域（JIS A 8311:2018 の図 2 参照）。 

１４） 遮影 

複数の光源フィラメントからの光線が、機械本体及び／又は作業装置によって遮られた結果、

12ｍの視界測定円上又は機側長方形境界における垂直試験体上に投影された影。 

注記）遮影は、例えば、ROPS（転倒時保護構造）、窓枠、ドアの枠、排気管、建屋、バケッ

ト、ブームなどの作業装置によっても生じる。 

１５） 光源機器 

少なくとも２個の間隔を調節可能な光源で構成され、光源中心点（FPCP）を中心に 360°回

転可能な測定機器で、運転員の目の位置の範囲を模擬するもの 

１６） 光源間隔寸法 

意図した機械の作業に応じて JIS A 8311:2018 の表 1 に規定するように次の 3 種類の光源間

隔を適用する。 

 65 mm 土工機械の着席した 50 パーセンタイルの運転員（中柄運転員）の両目の間隔に

相当する光源間隔 

 205 mm 土工機械の着席した 50 パーセンタイルの運転員（中柄運転員）が後方 45°（真

直前方から時計回り又は反時計回りに 135°）を見るときの目の移動範囲（胴体及び頭

部の動きを考慮）に相当する光源間隔の最大値 

 405mm 土工機械の着席した 50 パーセンタイルの運転員（中柄運転員）が前方（真直前

方から時計回り又は反時計回りに 90°）を見るときの目の移動範囲（胴体及び頭部の動

きを考慮）に相当する光源間隔の最大値 

１７） 機械近接距離 

作業員が機械に近接した作業を行っていると想定し、機械側面に手を伸ばした状態の作業員

寸法を包括するよう、機械側面から 1m の距離を機械近接距離として設定する。 

1m は JIS A 8315:2010 の小柄運転員、中柄運転員、大柄運転員の指先から背面距離 3K（JIS 

A 8315:2010 では順に、750mm、832mm、909mm）に基づく。 
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１８） 小柄運転員 

世界すべての土工機械運転員のうち、身体寸法の小さいほうからおおよそ 5 パーセント点に

ある運転員。 

１９） 中柄運転員 

世界すべての土工機械運転員のうち、身体寸法の小さいほうからもおおきいほうからもおお

よそ 50 パーセント点にある運転員。 

２０） 大柄運転員 

世界すべての土工機械運転員のうち、身体寸法のおおきいほうからおおよそ 5 パーセント点

にある運転員。 

２１） Ａ領域（機械近接領域） 

機械が稼働（停止状態から）する際に接触する可能性が非常に高い範囲として設定する領域。 

２２） Ｂ領域（機械作動領域） 

機械が稼働あるいは旋回により接触する可能がある範囲として設定する領域。 

２３） 評価対象範囲 

本試験及び評価に用いる範囲。運転員から目視できない、尚且つ、機械作動により接触する

危険性がある領域。「ＳかつＡ領域」及び「ＳかつＢ領域」に分けられる。 

２４） ＳかつＡ領域 

運転員が目視できない領域、尚且つ、機械が稼働（停止状態から）すると接触する可能性が

非常に高い範囲。 

２５） ＳかつＢ領域 

運転員が目視できない領域、尚且つ、機械が稼働（あるいは旋回）により接触する可能があ

る範囲。 

２６） 検出面積率 

必要検出面積に対し、安全補助装置が試験で検出できた試験検出面積の割合。 

２７） 必要検出面積 

機械ごとに設定される「ＳかつＡ領域」及び「ＳかつＢ領域」の面積。 

２８） 試験検出面積 

「ＳかつＡ領域」及び「ＳかつＢ領域」において、安全補助装置が試験で検出できた面積。 

２９） 姿勢変化検出精度 

検出面積率の試験で、被験体が「直立」と「屈み」姿勢で検出できた範囲の検出点数に対し、

「直立」かつ「屈み」姿勢で検出できた範囲の検出点数の割合。 
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 被験体条件 

 試験に使用する被験体 

本試験及び評価では、表 １に示す被験体を使用する。 

 

表 １ 試験項目ごとに使用する被験体 

試験項目 使用する被験体 

検出面積率 人形体の「直立」、「屈み」姿勢 

姿勢変化検出精度 上記結果を用いる 

人と物（人形体と非人形体） 

の識別率 

非人形体 

（人の識別が可能な装置の試験） 

安全補助装置の作動の確実性 人形体の「直立」姿勢 

 

 被験体姿勢 

人形体の姿勢は、「直立」と「屈み」を用いる。各姿勢の寸法については、５.３参照。 

 

 被験体種類及び寸法 

土工現場に携わる人の寸法を考慮するため、JIS A 8315:2010 の中柄運転員の寸法を引用する。 

 人形体の寸法 

１） 直立姿勢 

JIS A 8315:2010 の中柄運転員相当の、人形マネキンあるいは人体ダミーとする。 

２） 屈み姿勢 

上記の人形体を屈ませ、高さ 900mm 相当としたもの。 

 非人形体の寸法 

高さ 1730mm、直径 450mm 相当の円柱体。 

 

 被験体の材質 

材質は問わない。センサー種別により変更してもよいが、その場合は試験結果報告書に記載し、

提出するものとする。 

 

 被験体への付加条件について 

被験体の検出のために付加する条件がある場合（例：ヘルメット着用、ＩＣタグ携帯、体温等）

は、試験報告書に記載し、提出するものとする。 
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 試験方法 

 測定環境 

１） 測定地表面の種類 

測定場所の地表面は、安全補助装置の取付け対象機械の種類に応じて表 ２に示す種類とする。 

 

表 ２ 測定地表面の種類 

対象機械 測定場所地表面の種類 

ドラグ・ショベル 平坦なコンクリート舗装面又は十分締固められた土 

ローラ 平坦なアスファルト舗装面又はコンクリート舗装面 

 

２） 測定場所の広さ 

JIS A 8311：2018 に規定さている視界測定円（半径 12m）を十分に確保できる広さであるこ

と。 

 

 Ｓ領域（危険視野領域）の測定 

Ｓ領域は、JIS A 8311：2018 に規定さている視野測定方法を引用した遮影測定より設定する。

なお、現地での直接計測以外に、JIS A 8311：2018 に規定されている「9.1 視界測定円又は機側

長方形境界での遮影計算手順」を用いた算出、「9.2 計算機による試験模擬」による結果を用い

てもよい。ただし、ドラグ・ショベルについては、図 2 に示す姿勢の時の遮影測定結果及び遮影

の計算結果とする。 

 

図 2 ドラグ・ショベルの停止姿勢 

参考資料「建設機械施工技術の基礎知識 別紙-2 第 2 種 

（ショベル系建設機械操作施工法）」より「1.開始前及び終了後の機械の状態」 

 

 測定のための基準寸法 

 測定のために次の基準寸法を適用しなければならない。 

 1m：土工機械近傍を表記するために機側長方形境界（RB）と併せて使用する距離 

 1.2、1.0m：機械近傍で視界観測を行う基準地表面からの最大高さ 

90°
バッケットを
地面に接地させる
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 12m：光源中心点（FPCT）（直下）を中心とする水平面上の視界測定円（VTC）の半径 

 測定用機器 

 光源機器は、２個以上のハロゲン電球（又はこれと同等のもの）を垂直に取り付けた電球

取付棒を水平に配置できるものとし、各電球は、棒上を、棒の中心点から両方向に 32.5mm

から 202.5mm まで水平に移動できるものがよい。電球取付棒は、光源中心点（FPCP）を

中心として 360°回転できるものとする。各電球のフィラメントの上下方向中心は、JIS A 

8318 に規定する座席基準点（SIP）の情報 680mm、前方 20mm の位置に設置する（JIS A 

8311：2018 の図１参照） 

 垂直試験体は、高さ 1.0m、1.2 m で、適切な幅（例えば、100 mm～150 mm）のものとし

機側長方形境界（RB）上での遮影の評価に使用する。機械の形式、質量及び機側長方形境

界（RB）の領域に応じた試験体の高さは JIS A 8311：2018 の表 2 を参照する。 

 視界測定円（VTC）又は機側長方形境界（RB）上での視界の遮影を判定するため、光源と

基準地表面との間の光線又は光源と垂直試験体との間の光線を探知するのに手持ち式の鏡

を使用できる。同等の結果が得られるほかの機器を使用してもよい。 

 測定機械の構成 

 機械は、作業現場での運転及び／又は行動走行のため、製造業者の指定する作業装置を装

着しなければならない。 

 ドア、窓など全ての開口部は閉じる。 

 光源中心点（FPCP）は、視界測定円（VTC）の中心の真上に置く。機械の前部を扇形視野

A 部に向ける（JIS A 8311：2018 の図２参照）。 

 運転座席は、例えば、電球取付棒の回転を妨げるなど、光源に対して制限又は影響を与え

ない位置とする。試験容易化のため、座席又は背もたれの延長部は取り除いてもよい。 

 測定地表面の線引き及び測定地表面への機械の配置 

 ２本の中心線をもつ測定地表面に半径 12m の視界測定円（VTC）を描く。 

 扇形視野Ａ部、Ｂ部、Ｃ部、Ｄ部、Ｅ部及びＦ部を測定地表面上に線引きする。 

 ６.２.３に規定する状態になるように、機械を測定地表面上に配置する。 

 機械の垂直投影に接する最小の長方形から1m外側の測定地表面上に、機側長方形境界（RB）

を線引きする。ドラグ・ショベルの機側長方形境界（RB）は、（油圧ショベル）本体（JIS 

A 8403-1 参照）の最前端から、又は排土板が標準装備の場合は、その前端から測定する。 

 測定機器の配置 

 光源中心点（FPCP）が６.２.２に規定する位置になるように光源を取付ける。 

 間隔 65mm の電球の配置は、光源機器の中心に対して対称とする。電球の間隔を最大値

205mm 及び 405mm まで許容して用いる場合、左右の光源は 12m の視界測定円（VTC）

上又は機側長方形境界（RB）上における遮影が最小となるようそれぞれ配置することがで

きる。電球の間隔 205mm 及び 405 mm の場合、目の位置の範囲を代表するため、２個以

上の光源を同時に用いてもよい。この手順の間、光源中心点（FPCP）からの最大距離が、

評価対象の扇形視野に対して適切な 102.5mm 又は 202.5mm であれば、二つの光源は、光

源中心点（FPCP）に対して対称に配置する必要はない。 

 視界測定円での測定では、二つの光源を結ぶ線が、光源中心点（FPCP）と視界に遮影を生

じる構成部品の中心とを結ぶ線に対して垂直になるよう電球取付棒を回転させる。 

 機側長方形境界（RB）での測定では、遮影を最小とするために電球取付棒を回転させて行
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う。 

 視界測定円（VTC）での測定 

 該当する扇形視野に対し、JIS A 8311：2018 の表 1 に規定する電球間隔に調節し、光源を

配置する。 

 遮影が隣接する扇形視野にまたがる場合、（またがる）遮影の全幅を記録する。 

 視界測定円（VTC）上での遮影の弦の長さを判定できるよう、基準地表面上の視界測定円

（VTC）における遮影を記録する。 

 100mm 未満の幅の遮影は、記録する必要はない。 

（例えば、ドアロック、カップホルダ、握りのような）機械の構成部品によって視界測定円

（VTC）上の遮影が広くなっている場合、視界測定円（VTC）の内側及び外側 1 m 以内の遮

影を測定してもよい。 

 測定円の内側１m 又は外側１m で遮影が狭くなっている場合は，視界測定円（VTC）での

遮影の幅として適用してもよい。 

 測定を暗い環境で行ってもよく、その場合は、機械の構成部品による影を、直接、視界測

定円（VTC）で測ることができる。また、測定地表面に配置された鏡を使用し、フィラメ

ントからの光線を視認する線を引いて遮影が発生する点を判定できる。 

 機側長方形境界（RB）での測定 

 機側長方形境界（RB）での測定のため、JIS A 8311：2018 の表 1 に規定する電球間隔に

調節し、光源を配置する。JIS A 8311：2018 の表 2 に規定する高さの垂直試験体を使用し

て、機側長方形境界（RB）に沿って遮影を測定する。 

 機側長方形境界（RB）上で機械の構成部品によって光源を直接視認できない箇所に印を付

け、それらの遮影をその X 座標及び Y 座標と共に記録する。遮影の幅（M）が機側長方形

境界（RB）上で 300 mm を超える場合は、光源に対する直角方向の遮影の幅 ME を測定

し、ME を遮影の幅として記録する。 

 垂直試験体の頂部が遮影にかかった場合は、垂直試験体を少なくとも 200 mm の高さで見

ることができるか確認する。見ることができる場合は、機側長方形境界（RB）上でのこの

部分は評価すべき遮影には加えない。 

 測定を暗い環境で行ってもよく、その場合は、機械の構成部品による影は、垂直試験体上

に直接記録することができ、又は垂直試験体に配置された鏡を使用してフィラメントから

の光線を視認する線を引いて遮影が発生する点を判定できる。垂直試験体の試験体高さ以

下の部分の視認性は、試験体に鏡を上下させて使用することによって確認できる。 

 200 mm 未満の幅の遮影は、記録する必要はない。 

 機械の垂直な構成部品が複数隣接している場合、最大よりも狭い光源間隔を使用して最小

遮影を判定してもよい。 

 Ｓ領域の判定及び描画 

 ドラグ・ショベルのＳ領域は、視界測定領域の扇形視野Ａ部の中心から時計回りとして、

最初に遮影幅が 380mm 以上となる測線から、最後に遮影幅が 380mm 以上となる測線ま

での範囲とし、測定地表面に領域を描画する（図 3 参照）。 

なお、380mm は JIS A 8315:2010 の小柄運転員の肩幅であり、380mm 未満の遮影につい

ては、人が部分的に目視可能になると想定できることから、対象外とした。 

 ローラのＳ領域は、６.２.１～６.２.７に従って測定又は計算した遮影領域を測定地表面に



別紙－２－２ 

 

11 

描画する。 

 

図 3 ドラグ・ショベルのＳ領域設定イメージ 

 

 

図 4 ローラのＳ領域設定イメージ 

 

 Ａ領域（機械近接領域）の測定 

 ドラグ・ショベルのＡ領域 

機械の作業装置を、図 2 に示す姿勢にした場合の次の①～③に設定する領域を測定する（図 5

参照）。 

① 垂直投影した際のブーム、アーム、バケットの最外側面から 1m 外側の領域 

② 旋回中心から旋回後端（JIS A 8403-1:1996 の旋回体後端距離（付図 23 の R4 より））か

ら 1m 外側までの距離を半径とした円領域 

③ 機械側面から機械近接距離（1m）を確保した領域。 

光源中心点
R12

45° 45°

ドラグ・ショベルの遮影測定結果イメージ

Y

Ｘ

時計回り

400mm

800mm

Y

Ｘ

時計回り

光源中心点から12mの地点における遮影の幅が
450mm未満のものを除外し、（0,12）地点から時計回
りに最初と最後に遮影幅が450mm以上となる範囲

500mm

扇形視野A部

扇形視野B部

扇形視野D部
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図 5 ドラグ・ショベルのＡ領域測定イメージ 

 

 ローラのＡ領域 

機械側面から機械近接距離（1m）を確保した領域を測定する（図 6 参照）。 

 

図 6 ローラのＡ領域測定イメージ 

 

 Ｂ領域（機械作動領域）の測定 

 ドラグ・ショベルのＢ領域 

 機械の作業装置を、図 2 に示す姿勢にした場合の、旋回中心から、最大作業半径＋1m の距離

を半径とした円領域を測定する（図 7 参照）。 

旋回中心

①垂直投影した際のブーム、アーム、バケットの最外側部から＋1mの領域

②R4＋1mの距離を半径とする円の領域

③機械側面から機械近接距離（1m）を確保した領域

R4：後端旋回半径
旋回体後部における
旋回時の最大半径

1m

②

①

③

運
転
室

光源中心

旋回中心

1m

光源中心

機械側面から機械近接距
離（1m）を確保した領域機械中心

運
転
室

1m
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図 7 ドラグ・ショベルのＢ領域イメージ 

 

 ローラのＢ領域 

次の①、②に設定する領域を測定する（図 8 参照）。 

① 機械側面から機械近接距離（1m）を確保した領域 

② 光源を中心とし、JIS A 8424：2003 に示されている締固め表面の外側回転半径 R11+1m

の距離を半径とする円領域のうち、図 8 に示す c 軌道の影響する範囲。 

 

 

図 8 ローラのＢ領域イメージ 

  

LL1：旋回中心から機械の
最前端までの水平距離

1m

LL1

旋回中心

運
転
室

光源中心

R11 締固め表面の外側回転半径：機械が最小の回転を行ったとき、その回転中心
と前輪の外側軌跡との間のZ平面上の距離（JIS A 8424:2003より）

①機械側面から機械近接距離（1m）を確保した領域

a．機械中心からR11＋1mを半径とする円の領域

b．試験位置から最小の回転を行った際の、前後両端部の軌跡

c．bの軌道＋1m外側の軌道

②R11＋1mの円領域のうち、ｃ軌道の影響範囲

1m

R11

機械中心

光源中心

運
転
室
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 評価対象範囲の描画 

測定したＳ領域と、Ａ領域及びＢ領域が重なる領域、すなわち「ＳかつＡ領域」、「ＳかつＢ領

域」を、評価対象範囲として測定地表面に描画する（図 9、図 10 参照）。 

 

図 9 ドラグ・ショベルの評価対象範囲イメージ 

 

 

図 10 ローラの評価対象範囲イメージ 

 

 被験体設置箇所の設定 

 ＳかつＡ領域の被験体設置箇所 

１） ドラグ・ショベルの場合（図 11参照） 

 ＳかつＡ領域評価対象範囲内に、10°の評価用角度線、光源中心点から追加距離 500mm

刻みの同心円をそれぞれ描く。 

 評価範囲の両端測線、評価用角度線を測線として設定する。なお、評価範囲の両端測線

との距離が 500mm 未満となる評価用角度線の測線は、除外してよい。 

 評価範囲端部、機械側面境界と測線の接点、評価範囲の両端測線上の同心円との接点、

評価対象範囲外周と測線の接点は、被験体設置の必須設置箇所とする。 

 上記の他に測線上の同心円との接点箇所に被験体を設置する。なお、必須設置箇所との

距離が 500mm 未満になる場合除外してもよい。 

 

旋回中心

SかつA領域 SかつB領域

光源中心点

運
転
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運
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室
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光源中心点
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図 11 ドラグ・ショベルのＳかつＡ領域における被験体設置箇所 

 

２） ローラの場合（図 12参照） 

 ＳかつＡ領域評価対象範囲内に、500mm 格子線を描く。 

 被験体は格子内に１箇所設置する。なお、評価範囲外周及び機械側方については境界上

に必ず設置することとする。それ以外の格子内についての位置は任意とする。 

 

図 12 ローラのＳかつＡ領域における被験体設置箇所 

 

 ＳかつＢ領域の被験体設置箇所 

１） ドラグ・ショベルの設定方法（図 13参照） 

 ＳかつＢ領域評価対象範囲内に、10°の評価用角度線、光源中心点から追加距離 1000mm 刻

みの同心円をそれぞれ描く。 

 評価範囲の両端測線、評価用角度線を測線として設定する。なお、評価範囲の両端測線との

距離が 1000mm 未満となる評価用角度線の測線は、除外してよい。この時、測線はＳかつＡ

領域との境界までとする。 
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 評価範囲端部、評価範囲の両端測線上の同心円との接点、評価対象範囲外周と測線の接点は、

被験体設置の必須箇所とする。ここで、ＳかつＡ領域境界と測線の接点については、Ｓかつ

Ａ領域での試験検出面積で明らかとなるため、その結果を流用するものとし、被験体の設置

は省略する。 

 上記の他に測線上の同心円との接点箇所に被験体を設置する。なお、必須設置箇所との距離

が 1000mm 未満になる場合除外してもよい。 

 

図 13 ドラグ・ショベルのＳかつＢ領域における被験体設置箇所 

 

２） ローラの設定方法（図 14参照） 

 ＳかつＢ領域評価対象範囲内に、1000mm 格子線を描く。 

 被験体は格子内に１箇所設置する。なお、評価範囲外周については境界上に必ず設置するこ

ととする。それ以外の格子内についての位置は任意とする。ここで、ＳかつＡ領域境界につ

いては、ＳかつＡ領域での試験検出面積で明らかとなるため、その結果を流用するものとし、

被験体の設置は省略する。 

 

図 14 ローラのＳかつＢ領域における被験体設置箇所  
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 検出面積率 

 必要検出面積の測定及び算出（図 15図 16参照） 

１） 評価範囲端部の座標測定 

評価対象範囲において、光源中心点を原点（0,0）とした場合の、評価範囲端部となる箇所の

座標を測定する。 

２） 評価用角度線との接点座標測定 

評価対象範囲と評価用角度線が接する点の座標を測定する。ただし、評価範囲端部と評価用

角度線の間隔や、評価用角度線の接点同士の間隔が 500mm 未満となる接点については除外し

てもよい。また、同一直線上にある点は計算上影響がないため不要とする。 

３） 機械側面との接点座標測定 

評価対象範囲と機械側面が接する点の座標を測定する。 

４） 必要検出面積の算出 

上記の測定で取得した各座標値から、次の計算式により必要検出面積SrSA、SrSBを算出する。 

𝑆𝑟𝑆𝐴、𝑆𝑟𝑆𝐵 =
1

2
(∑(𝑥𝑗 − 𝑥𝑗+1)

𝑛

𝐽=1

× (𝑦𝑗 + 𝑦𝑗+1)) 

 

図 15 ドラグ・ショベルの必要検出面積の測定箇所イメージ 
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図 16 ローラの必要検出面積の測定箇所イメージ 

 

 試験検出面積の測定及び算出 

１） 検出箇所の測定 

 使用する被験体は、人形体とし、姿勢は「直立」、「屈み」とする。 

 ＳかつＡ領域及びＳかつＢ領域の被験体設置箇所に被験体を静止状態で設置し、検出有

無を確認する。確認後、次の被験体設置箇所に被験体を移動し同様の作業を、全ての被

験体設置箇所で行う。 

 上記の作業を２回繰り返し、２回とも検出した箇所の座標値を取得し、記録する。 

２） 試験検出面積の算出 

取得した座標から試験検出面積 StSA「直立」、「屈み」、StSB「直立」、「屈み」を、次の式より算出する。 

𝑆𝑡𝑆𝐴「直立」、「屈み」、𝑆𝑡𝑆𝐵「直立」、「屈み」 =
1

2
(∑(𝑥𝑗 − 𝑥𝑗+1)

𝑛

𝐽=1

× (𝑦𝑗 + 𝑦𝑗+1)) 

 検出面積率の算出 

必要検出面積と試験検出面積の測定結果から、検出面積率 SSA「直立」、「屈み」、SSB「直立」、「屈み」を次

の式で算出する。なお、巻末に計算例を示す。 

𝑆𝑆𝐴「直立」、「屈み」、𝑆𝑆𝐵「直立」、「屈み」 =
試験検出面積

必要検出面積
× 100 
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 姿勢変化検出精度 

検出面積率の試験で、被験体が「直立」、「屈み」姿勢で検出した範囲の座標記録箇所数に対し、

「直立」かつ「屈み」姿勢で検出した範囲の座標記録箇所数の割合について、「ＳかつＡ領域」及

び「ＳかつＢ領域」ごとに算出する（図 17 参照）。 

 

図 17 姿勢変化検出精度の算出イメージ 

 

 人と物（人形体と非人形体）の識別率 

人と物の識別率の試験及び評価は、人（人形体）を識別する安全補助装置のみ対象とする。 

 物（非人形体）での検出有無確認 

 被験体は非人形体を用いる。 

 検出面積率の試験で、人形体を「直立」姿勢で２回検出した箇所（人形体検出箇所数）に、

非人形体を設置し、検出有無を確認する。 

 非人形体で２回とも検出した箇所を、非人形体検出箇所数として記録する。 

 人と物（人形体と非人形体）の識別率算出 

人形体検出箇所数、非人形体検出箇所数から人と物（人形体と非人形体）の識別率 DSA、DSBを

算出する。 

𝐷𝑆𝐴、𝐷𝑆𝐵 = (１−
非人形体検出箇所数

人形体検出箇所数
) × 100 

ここで、 

 人形体検出箇所数：ＳかつＡまたはＳかつＢ領域における、人形体の「直立」姿勢での検

出箇所数 

 非人形体検出箇所数：ＳかつＡまたはＳかつＢ領域での非人形体の検出箇所数 
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 安全補助装置の作動の確実性 

安全補助装置は、少なくとも次の事項を含む永続的監視機能を備えていることが望ましいこと

から、機能有無について、申請書、試験、ヒアリング等で確認を行うものとする。 

 土工機械起動と同時に安全補助装置が起動する機能（それを確認できる何かしらの表示が

できる）。 

 安全補助装置が正常に作動していることを発信機能（視覚・聴覚）。（例えば、表示灯） 

 装置が正常に作動していない場合の警告機能（視覚・聴覚）。 

 

 過検出の抑制有無 

 使用する被験体は、人形体とし、「直立」姿勢とする。 

 ＳかつＢ領域の外周境界より外側に均等になるよう６箇所に被験体を配置し、検出有無を確

認する（図 18 参照）。 

※安全性評価には用いない（あくまで施工時に有効に運用するための評価とする） 

 

図 18 施工性確認の場合の被験体設置の例 

 

 試験結果報告 

「建設機械の安全補助装置に関する試験結果報告書の様式－1 から様式－8」に従って試験結果

を記録し、提出すること。 
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巻末 

検出面積率の計算例 

 

1. 検出面積率の算出例 

ドラグ・ショベルに取り付けた安全補助装置のＳかつＡ領域における、直立姿勢の検出面積率の計算例を示す。 

2.1 必要検出面積の算出 

ドラグ・ショベルのＳかつＡ領域の評価範囲端部、評価角度線との接点、機械側方との接点が以下のような結

果となった場合の、必要検出面積 SrSAの計算例を記載する。 

 

                               単位：m 

番号 x y 番号 x y 

① -2.5 -2.6 ⑧ 3.9 -0.7 

② -2.2 -3.1 ⑨ 3.8 0 

③ -2.2 -4.1 ⑩ 3.5 0.9 

④ 2.9 -4.1 ⑪ 1.9 0.5 

⑤ 2.9 -3.1 ⑫ 1.9 -3.1 

⑥ 3.5 -2 ⑬ -1.2 -3.1 

⑦ 3.8 -1.2 ⑭ -1.2 -1.2 

  

Y

X

①

②

③ ④

⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩⑪

⑫⑬

⑭

1m
光源中心点
（0,0）
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計算式は以下を用いる。 

𝑆𝑟𝑆𝐴、𝑆𝑟𝑆𝐵 =
1

2
(∑(𝑥𝑗 − 𝑥𝑗+1)

𝑛

𝐽=1

∗ (𝑦𝑗 + 𝑦𝑗+1)) 

 

計算式に従い、座標順が半時計回りとなるように計算する。 

（算出したい図形を順に囲むように計算する） 

 

番号 xj yj xj－xj＋１ yj＋yj＋１ （xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１） 

（m²） 

① -2.5 -2.6 -0.3 -5.7 1.71 

② -2.2 -3.1 0 -7.2 0 

③ -2.2 -4.1 -5.1 -8.2 41.82 

④ 2.9 -4.1 0 -7.2 0 

⑤ 2.9 -3.1 -0.6 -5.1 3.06 

⑥ 3.5 -2 -0.3 -3.2 0.96 

⑦ 3.8 -1.2 -0.1 -1.9 0.19 

⑧ 3.9 -0.7 0.1 -0.7 -0.07 

⑨ 3.8 0 0.3 0.9 0.27 

⑩ 3.5 0.9 1.6 1.4 2.24 

⑪ 1.9 0.5 0 -2.6 0 

⑫ 1.9 -3.1 3.1 -6.2 -19.22 

⑬ -1.2 -3.1 0 -4.3 0 

⑭ -1.2 -1.2 1.3 -3.8 -4.94 

① -2.5 -2.6 Σ（（xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１））＝26.02m² 

 

以上より、 

𝑆𝑟𝑆𝐴 =
1

2
(∑ (𝑥𝑗 − 𝑥𝑗+1)

𝑛

𝐽=1
∗ (𝑦𝑗 + 𝑦𝑗+1)) ＝13.01m² 

となる。 
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2.2 試験検出面積の算出 

ドラグ・ショベルのＳかつＡ領域の試験検出面積 StSAが以下のような結果となった場合の計算例を記載する。 

 

 

計算には座標取得した検出点のうち、測線上の外側と内側の検出点の座標値のみを用いる。なおこの時、外側

と内側の間の座標が取得できていない場合は、切り離して計算することとなる。 

 

番号 x y 番号 x y 

① -1.8 -1.8 ⑭ 2.7 -3.1 

② -2.5 -2.6 ⑮ 3.1 -2.7 

③ -2.2 -3.1 ⑯ 3.5 -2 

④ -2 -3.5 ⑰ 3.8 -1.2 

⑤ -1.4 -3.7 ⑱ 3.9 -0.7 

⑥ -1.4 -2.6 ⑲ 3.6 0 

⑦ -0.7 -4 ⑳ 3 1.8 

⑧ 0 -4 ㉑ 2.5 1.7 

⑨ 0.8 -4 ㉒ 2.6 0 

⑩ 1.4 -3.8 ㉓ 2.5 -0.4 

⑪ 0.6 -3.5 ㉔ 2.3 -0.9 

⑫ 0 3.5 ㉕ 2.1 -1.3 

⑬ -0.6 -3.4 ㉖ 2.3 -2    
㉗ 2.3 -2.5 
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①～⑥に囲まれる面積は、以下のようになる。 

番号 xj yj xj－xj＋１ yj＋yj＋１ （xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１）（m²） 

① -1.8 -1.8 0.7 -4.4 -3.08 

② -2.5 -2.6 -0.3 -5.7 1.71 

③ -2.2 -3.1 -0.2 -6.6 1.32 

④ -2 -3.5 -0.6 -7.2 4.32 

⑤ -1.4 -3.7 0 -6.3 0 

⑥ -1.4 -2.6 0.4 -4.4 -1.76 

① -1.8 -1.8 Σ（（xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１））＝2.51m² 

 

⑤、⑦～⑬に囲まれる面積は、以下のようになる。 

番号 xj yj xj－xj＋１ yj＋yj＋１ （xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１）（m²） 

⑤ -1.4 -3.7 -0.7 -7.7 5.39 

⑦ -0.7 -4 -0.7 -8 5.6 

⑧ 0 -4 -0.8 -8 6.4 

⑨ 0.8 -4 -0.6 -7.8 4.68 

⑩ 1.4 -3.8 0.8 -7.3 -5.84 

⑪ 0.6 -3.5 0.6 -7 -4.2 

⑫ 0 -3.5 0.6 -6.9 -4.14 

⑬ -0.6 -3.4 0.8 -7.1 -5.68 

⑤ -1.4 -3.7 Σ（（xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１））＝2.21m²  

 

⑭～㉗に囲まれる面積は、以下のようになる。 

番号 xj yj xj－xj＋１ yj＋yj＋１ （xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１）（m²） 

⑭ 2.7 -3.1 -0.4 -5.8 2.32 

⑮ 3.1 -2.7 -0.4 -4.7 1.88 

⑯ 3.5 -2 -0.3 -3.2 0.96 

⑰ 3.8 -1.2 -0.1 -1.9 0.19 

⑱ 3.9 -0.7 0.3 -0.7 -0.21 

⑲ 3.6 0 0.6 0.8 0.48 

⑳ 3 0.8 0.5 1.5 0.75 

㉑ 2.5 0.7 -0.1 0.7 -0.07 

㉒ 2.6 0 0.1 -0.4 -0.04 

㉓ 2.5 -0.4 0.2 -1.3 -0.26 

㉔ 2.3 -0.9 0.2 -2.2 -0.44 

㉕ 2.1 -1.3 -0.2 -3.3 0.66 

㉖ 2.3 -2 0 -4.5 0 

㉗ 2.3 -2.5 -0.4 -5.6 2.24 

⑭ 2.7 -3.1 Σ（（xj－xj＋１）×（yj＋yj＋１））＝8.46m²  

 

以上より、 

𝑆𝑡𝑆𝐴 =
1

2
(∑(𝑥𝑗 − 𝑥𝑗+1)

𝑛

𝐽=1

∗ (𝑦𝑗 + 𝑦𝑗+1)) = 6.59ｍ² 

となる。  
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2.3 検出面積率の算出 

必要検出面積及び試験検出面積の結果より、ＳかつＡ領域における直立姿勢の検出面積率は以下のようにな

る。 

𝑆𝑆𝐴(直立姿勢) =
6.59

13.01
× 100 = 51％ 

 

 


